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 調査は、DPC（Diagnosis Procedure Combination 診断群分類）対象病院の登録施設を対象に、院内の認
知症の整備体制に関する調査票を 1,191 施設に、また病棟の認知症看護に関する調査票を 5328 病棟に対し郵
送法による自記式質問紙調査を行なった。 








また、病棟の認知症看護に関する調査では 3,040 施設から回答が得られた（有効回答率 57%）。まず急性期
病院における認知症の知識と看護実践を評価するための評価項目の信頼性と妥当性を確認した。具体的には、
「認知症/せん妄の知識」、「退院支援」、「認知症の看護ケア」、「継続看護」の 4 ドメイン 13 項目からなる評価
項目を同定した。次に、信頼性と妥当性を検証した評価項目を用いて、急性期病院における認知症看護の実態
として、１）急性期病院の看護師は、基本的な認知症看護の教育と普及が必要なこと、２）専門家のバックア
ップ体制や認知症のマニュアルなど指針が院内での認知症体制が整備されることで急性期病院における認知
症看護の実践評価が高くなる傾向が示唆されたことなどが明らかになった。これらは、急性期病院の認知症看
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護の質の向上を図るうえで、看護師個人のレディネスを高めるだけでなく、並行して院内での認知症体制を整
備していく必要がある。 
本研究結果を踏まえ、わが国の急性期病院における認知症対策の提言として、認知症の整備体制では、認知
症の療養生活や退院調整に関する対応マニュアルの整備、認知症に対応するためのコンサルテーション体制の
確保、院内での認知症の情報共有とフィードバック体制の構築、せん妄の予防と早期対応、認知機能障害に配
慮した環境調整や行動・心理症状への対応、入院早期からの退院支援と地域連携、認知症の教育体制の整備が
挙げられた。また、認知症看護の質の維持向上を図る上で、看護師個人のレディネスを高めるだけでなく、院
内組織として認知症の体制整備に取り組む必要があり、認知症に対する包括的支援のための教育の整備や実践
に活用するための教育プログラムの開発の必要性が挙げられた。 
新オレンジプランが掲げる「身体合併症等がみられた場合にも、医療機関・介護施設等での対応が固定会さ
れないように、退院・退所後もそのときの容態にもっともふさわしい場所で適切なサービスが提供される」必
要があり、急性期病院の認知症の整備体制を講ずる上で、本研究は基礎資料になるかもしれない。 
  
